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資料３

港湾における関係主体とその関わりについて

1.港湾における関係主体と相関図
2.港湾活動に対する影響マップ
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港湾港湾

港湾管理者港湾管理者

関係行政機関関係行政機関
（通関、検疫、（通関、検疫、
入管、海保等）入管、海保等）

港湾の利用者港湾の利用者
（物流事業者、（物流事業者、
荷主）荷主）

国国
（国土交通省港湾局、（国土交通省港湾局、
地方整備局等）地方整備局等）

国民等国民等
（エンドユーザー、（エンドユーザー、

納税者）納税者）

地域住民等地域住民等
（居住者、（居住者、
漁業者）漁業者）

1) 港湾における関係主体と相関図

・港湾計画策定に関わる
技術的助言
・港湾計画の審査
・港湾プロジェクトの事業実施

等

・港湾計画の策定
・港湾プロジェクトの事業実施
・港湾の管理・運営

等

・輸入品の消費
・納税

等

・貨物の海上輸送
・港湾における貨物の荷役
・貨物の背後への輸送
・貨物の輸出入

等

・港湾近隣での日常生活
・漁業活動

等

・輸出入貨物の通関
・出入国審査
・動植物の検疫
・入港許可

等
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規範事項

活 動

計画段階

港湾計画
の策定

三大湾の広域港湾
整備構想（地方整備局）

地方ﾌﾞﾛｯｸの港湾ビジョン
(地方整備局等）

⑤地域住民等
(居住者、漁業者）

⑥国民等④港湾の利用者③関係行政機関
（通関、検疫、入管、
海保等）

②港湾管理者
①国

（国土交通省港湾局、

地方整備局等） 荷主
物流
事業者 納税者

エンド
ユーザー

①港湾管理者の港湾計画の策定とそれに関わる国の技術的助言及び調整、重要港湾の港湾計画の審査
②個別の事業プロジェクトの事業実施に向けた国（直轄事業）や港湾管理者の検討

2-1) 港湾活動に対する影響マップ（計画段階）

効果・影響等

技術的助言、関係
する港湾管理者間調整
（地方整備局等）

重要港湾の港湾計画
審査（国土交通大臣）

港湾計画の基本的な事項
を定める省令（基準省令）

新世紀港湾ビジョン｢暮らし
を海と世界に結ぶみなとビ
ジョン」等（平成12年12月）

地方ブロック重点整備方
針（平成16年3月作成）

事業実施に向けた検討
・「必要性」、 「効率性」 、「緊急性」から事業計画を検討、公表

・効率的
な事業
計画の
要求

・物流コ
ストが
低減す
る事業
の要求

・地域住民等の意向
を取り入れ、周辺環
境に配慮した事業実
施の要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた事
業実施の要求

社会資本整備重点計画
（平成15年10月閣議決定）

・地域住民等の意向
を取り入れ、周辺環
境に配慮した計画の
策定要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた計
画の策定要求・各種施策

の取組状
況・港湾整
備への要請

港湾の開発、利用及び保全
並びに開発保全航路の開発

に関する基本方針
（平成16年10月国土交通省告示）

交通政策審議会答申（※注）
（平成14年11月）

※注「経済社会の変化に対応し、国際競争力の強化、産業の再生、循環型社会の構築などを通じてより良い暮らしを実現する港湾政策のあり方」について



2-2) 港湾活動に対する影響マップ（施工段階）
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①国、港湾管理者の単年度の事業実施計画の策定
②国、港湾管理者による建設工事等の事業の施工

施工段階
新世紀を拓く港湾の技術
ビジョン（平成13年5月）

⑤地域住民等
(居住者、漁業者）

⑥国民等④港湾の利用者③関係行政機関
（通関、検疫、入管、海保
等）

②港湾管理者①国

（国土交通省港湾局、

地方整備局等） 荷主
物流
事業者 納税者

エンド
ユーザー

地方整備局の技術開
発ビジョン（平成13～

14年度）

公共事業コスト構造改革
プログラム(平成15年9月）

建設副産物適正処理
推進要項（リサイクル
原則化ルール等）

・
事
業
費
縮
減
に
よ
る
租
税
の
効
果
的
使
用
の

要
求

・港湾工事の
施工時におけ
る港湾機能の
水準確保等の
要請

・港湾施設の
早期供用の要
求

・港湾工事の
施工時におけ
る環境被害・
漁業損失への
対策補償等の
要求

・港湾工事の施
工時における海
上・陸上交通等
の安全確保等
の要求

・リサイクル等の
推進の要求

・
物
流
コ
ス
ト
に
影
響
を
与
え
な
い
施
工
の
要

求年度事業実施計画の策定
・漁業補償、安全対策等の実施条件の整備
・新技術の導入等の技術的検討
・個別の調査、設計

建設工事等の事業の施工
・個別の工事の発注
・個別の工事の監督検収
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⑤地域住民等
(居住者、漁業者）

供用段階

⑥国民等④港湾の利用者③関係行政機関
（通関、検疫、入管、
海保等）

②港湾管理者①国

（国土交通省港湾局、

地方整備局等）

技術的助言、関係する
港湾管理者間調整
（地方整備局等）

国有施設の管理委託
（地方整備局等）

荷主
物流
事業者 納税者

エンド
ユーザー

①港湾管理者による物流埠頭の経営
②港湾活動に関する保安業務の実施、情報の開示等

2-3) 港湾活動に対する影響マップ（供用段階）

次期の計画・施工・供用段階へと発展

・民間
事業者
の設備
投資

物流機能を発揮する
埠頭として全体管理

スーパー中枢港湾、
リサイクルポート、
物流特区等の指定

国有財産としての
資産利用効率の管理

港湾利用に係る諸
手続円滑化の支援

・港湾サービスの
向上による物流コ
スト削減の要望

・良好な生活環境，
漁労環境確保の
要望

・港湾サービスの
水準に関する有益
な情報提供の要望

・港湾活動に関す
る学習・見学の機
会提供への要請

物流埠頭の経営
・ポートセールス等
の利用振興活動
の展開
・港湾諸手続きの
円滑化の促進
・港湾管理者財政
の改善

保安業務の実施

改良、維持業務の実施
・港湾利用に伴う
居住環境，漁労環
境への影響に関
する意見の提供

・港湾サービスの
水準、施設状況に
関する意見の提供

Next Step

港湾活動に関する情報等の開示
（港湾統計等の情報提供）

（港湾活動に関する学習・見学等）

・
港
湾
施
設
の
能
力
を
最
大
限
に
活
用
す
る
た
め
の
有
効
的

な
港
湾
運
営
の
要
望

・
物
流
コ
ス
ト
の
低
減
に
よ
る
高
質
で
安
価
な
商
品
の
購
入
へ

の
要
望


